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○成長戦略実行計画・成長戦略フォローアップ・令和元年度革新的事業活動に関する実行計画 

（令和元年６月21日閣議決定）（抄） 

 

成長戦略実行計画 

第３章 全世代型社会保障への改革 

３．疾病・介護の予防 

（２）対応の方向性 

④ナッジ理論の活用による個人の行動変容促進 

健診等の結果や案内の通知が個人の行動変容につながり、受診率向上が図られるよう、ナッジ理論

も活用しつつ、健診データを分かりやすく本人へ提供するため、全体・平均値との比較や将来予測な

どの情報の充実を図る。 

 

成長戦略フォローアップ 

Ⅰ．Society 5.0の実現 

７．脱炭素社会の実現を目指して 

（２）新たに講ずべき具体的施策 

ⅵ）地域・くらし分野・その他環境保全での取組 

①  地域循環共生圏の創造、ライフスタイルの転換 

・ナッジ・ブーストなどの行動インサイトとIoT、AI など先進技術の融合（BI-Tech）により、

個人の価値観に即した働きかけを通じて環境配慮などの行動変容を促す製品・サービス・ライ

フスタイルのマーケット拡大を図る。 

・自家消費される再生可能エネルギーのCO2 削減価値を取引できるプラットフォームを構築し、

ブロックチェーン技術を用いて実証し、先進技術の実用化・ビジネス化を促進する。 

 

Ⅱ．全世代型社会保障への改革 

４．疾病・介護の予防 

（２）新たに講ずべき具体的施策 

ⅰ）人生100年時代を見据えた健康づくり、疾病・介護予防の推進 

②  予防・健康づくりへ向けた個人の行動変容につなげる取組の強化 

・健康無関心層も含めた予防・健康づくりを推進していくため、ナッジ理論等を活用し、2019年 

度中に、特定健診などの各種健診の通知について、全体・平均値との比較や将来予測（AIやビ

ッグデータ等も活用）等といった通知情報を充実するとともに、先進・優良事例の横展開を図

る。 

③  疾病の早期発見に向けた取組の強化 

・がんの早期発見・早期治療の仕組みを確立し、５年生存率の劇的な改善を達成するため、難治  

性がん等について、リキッドバイオプシー等の血液や唾液等による簡便で低侵襲な検査方法や

治療法の開発を推進する。また、ナッジ理論等を活用した検診受診率の向上に向けた取組、受

診率や有効性の向上のためのリスクに応じた検診の在り方について、2019年度中に検討し、結

論を得る。 
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○経済財政運営と改革の基本方針2019 ～「令和」新時代：「Society 5.0」への挑戦～ 

（令和元年６月21日閣議決定）（抄） 

 

第３章 経済再生と財政健全化の好循環 

２．経済・財政一体改革の推進等 

（２）主要分野ごとの改革の取組 

① 社会保障 

（予防・重症化予防・健康づくりの推進） 

(ⅰ)健康寿命延伸プランの推進 

健康寿命延伸プランを推進し、2040 年までに健康寿命を男女ともに３年以上延伸し、75 歳以上とす

ることを目指す。健康寿命の延伸に関する実効的なＰＤＣＡサイクルの構築に向けて、各都道府県・市

町村の取組の参考となるよう、健康寿命に影響をもたらす要因に関する研究を行い、客観的な指標等を

しっかりと設定・活用しつつ、施策を推進する。健康無関心層も含めた予防・健康づくりの推進及び地

域・保険者間の格差の解消に向け、自然に健康になれる環境づくりや行動変容を促す仕掛けなど新たな

手法も活用し、次世代を含めた全ての人の健やかな生活習慣形成等、疾病予防・重症化予防、介護予防・

フレイル対策、認知症予防等に取り組む 

 

(ⅱ)生活習慣病・慢性腎臓病・認知症・介護予防への重点的取組 

特に働き盛りの40～50歳代の特定健診・がん検診受診率の向上に向けて、40歳代に脳血管疾患や乳

がんの罹患率が急上昇すること等についての特定健診対象者への注意喚起と受診促進（例えば、がん検

診と特定健診の一体的実施等によるアクセシビリティの向上、40 歳時をターゲットとした効果的な受

診勧奨などナッジの活用、40歳時の健診・検診の無料・低額化等）、新たな技術を活用した血液検査な

ど負荷の低い健診に向けた健診内容の見直し・簡素化等について総合的に取り組む。 

 

（３）歳出改革等に向けた取組の加速・拡大 

② 先進・優良事例の全国展開等 

このため、各府省庁が実施しているモデル事業等について、骨太方針2018で掲げた取組200の進

捗状況をフォローアップし、インセンティブの付与、行動経済学の活用（ナッジ理論、デフォルトの

設定等）などの方策、時期、ＫＰＩ等を含め、取組の強化に向け、年末にその工程を具体化する。ま

た、各府省が歳出改革に向けたモデル事業等を 2020 年度から新たに実施する場合には、モデル事業

等の設計段階から、専門家の知見も活用し、その成果を定量的に検証できるようすることを前提とす

る。 


